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親と断絶したシングルマザーの現状と課題
　 必要なソーシャルサポートと子どもへの影響 　
福　田　真　奈§
はじめに
　近年日本において母子世帯数いわゆるシングルマザーの世帯は増加をた
どっている。平成18年度には151.7万世帯であり、これは8年前の平成15年
度よりも23.8％の上昇している（厚生労働省雇用均等・児童家庭局「全国
母子世帯等調査結果報告」,2007）。子ども数ベースでみると子どもの17人
に１人は母子家庭で育っており、もはや母子家庭に育つことは決して珍し
い事ではない（阿部・大石,2005）。論文情報ナビゲータ（CiNii）において
シングルマザーに関連する用語の論文数を検索すると、「シングルマザー」
は過去20年の間において一般雑誌も含めて149件ヒットしている。「母子世
帯」の論文は1952年から始まり現在まで199件、過去20年では155件である。
「母子家庭」は1953年をはじめとして現在まで242件、過去20年で202件、ま
た「母子世帯」では過去10年間で10件のヒットがあった。このようにシン
グルマザーという用語は定着しており広く周知されているといえるであろ
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う。
　シングルマザーについての先行研究では貧困、低収入、人種の観点による
もの （Grossman et al.,2009；Leininger,2009）、また日本では、母子家庭
の現状や、母子家庭の貧困、支援施策の観点から、研究されていることが
多い（岩田,2007；金川,2009；青木,2003；山崎,2003；湯沢,2001）。
　本研究ではシングルマザーの現状や先行研究において明らかにされてい
ることを整理し、シングルマザーにとって必要なサポートとは何か、親の
離婚が子どもに与える影響をふまえた上で、シングルマザーの研究に関す
る課題について述べていきたいと思う。
１　シングルマザーの定義
１.１「 シングルマザー」に関連する専門用語
　日本における「母子世帯」への関心の高まりは、名称の変化に現れたと
いう。母子家庭や父子家庭の総称として、従来「欠損家族」と称されるこ
とが多かったが、それに代えて「単親」「ひとり親」が使用されるように
なった（杉本,1997）。社会福祉研究の中でも1980年代半ばごろから「単
親」「ひとり親」の用語が使われるようになった（山崎,1983,1985；田
辺,1991）。アメリカでは、子どものいる家族の割合は1970年代には11.5％
であったが、1990年代には24.2％に達した。子どものいる家族の4分の１
の家族がシングルマザーなのである（杉本,1997）。そのためアメリカでは
1970年代後半から「Female-Headed Family」の増加と問題の顕在化に伴っ
て研究や文献が登場した。「ひとり親」の総称としてsingle-parent、one-
parent、lone-parent familiesのように様々称されているが、ほぼ「シングル・
ペアレント」が定着した（Gouke,1990）。子どもに焦点をあてた名称とし
てはシングル・ペアレントが広く使われているが、家族形態や女性に焦点
をあてた場合にはfamilies with female householder, no husband present, 
mother-headed-single parent が使用されている。このように英語として定
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着を見ていないが、概念としてはすでに定着し、その抱える問題が「女性
の問題」として認識されているとする（杉本,1997）。 
 １.2　統計上の母子世帯の定義
　日本の母子世帯の定義は統計調査によって異なっている。総務省が実施
している国勢調査で母子世帯として集計されている世帯は「未婚、死別又
は離別の女親と、その未婚の20歳未満の子供のみから成る一般世帯（他の
世帯員がいないもの）」と定義されている。厚生労働省が実施している国民
生活基礎調査では母子世帯を「死別・離別・その他の理由（未婚の場合を
含む。）で、現に配偶者のいない65歳未満の女（配偶者が長期間生死不明の
場合を含む。）と20歳未満のその子（養子を含む。）のみで構成している世
帯」と定義している。また厚生労働省が実施している全国母子世帯等調査
では「父のいない児童（満20歳未満の子どもであって、未婚のもの）がそ
の母によって養育されている世帯」と定義されている。このように現状で
は調査によって定義が異なっている。
１.3　本研究におけるシングルマザー（母子家庭）の捉え方
　１.2にて上述したとおり、統計上の定義が異なっているということ
は、統計データを読む際にも配慮が必要となるが、広義にとらえた場合に
は生計を担うものが女性である総称として「女性世帯」と称している（杉
本,1997）。杉本（1997）によれば、それらの女性世帯とは、18歳または20
歳以下の子がいる「母子世帯」、「母子世帯」に他の親族の同居者がいる世
帯、18歳または20歳以上の子がいて母が生計を担う世帯、女性のひとり暮
らし世帯、ひとり暮らしではないが、親族・友人と同居して女性が生計を
担う世帯、夫がいるが病気・障害・失業等の理由により妻が生計を担う世
帯等、様々な形態の世帯を含む。様々な形態であっても男性ではなく女性
が生計を担うことによって共通の困難を抱えている世帯とされている。「女
性世帯」としての統一的問題把握を主張する室住（1991）は、女性の問題
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は母子としての一定の時期にだけ出現するのではなく、女性の一生を通じ
て出現する問題として捉える必要があるとしている。
　本研究における「シングルマザー」「母子家庭」とは、母と子の関係を
核とした世帯に限定していきたい。つまり杉本（1997）がひとり暮らしの
女性、子以外のものと同居している女性の世帯、（収入のないあるいは少
ない）夫のいる世帯を含めないとし、出産、子育てという問題を抱え、か
つ婚姻関係がない「女性世帯」の抱える問題を担う世帯−「扶養すべき子
を持つ女性世帯」に限定すると定義した。本研究においても、「シングル
マザー」とは、扶養すべき子どもを持ち、出産、子育てという課題をかか
え、かつ婚姻関係のない母親の世帯、母子世帯と限定し扱っていきたい。
2　シングルマザーの現状
2.１　シングルマザー（母子家庭）の状況
　近年日本において母子世帯数いわゆるシングルマザーの世帯数は増加を
たどっている。国勢調査では母子世帯数（未婚、死別又は離別の女親と、
その未婚の20歳未満の子供のみから成る一般世帯（他の世帯員のいないも
の））は、2005（平成17）年で749,048世帯となっており、2000（平成12）
年の625,904世帯と比べて19.7％増加している。日本の年間離婚件数は、昭
和39（1964）年以降毎年増加し、昭和58（1983）年を頂点としていったん
減少したが、平成３（1991）年から再び増加し、平成14（2002）年には、
約29万組となり、過去最高となった。平成15（2003）年以降は再び減少に
転じ、平成21（2009）年は約253,000千組となり、平成20（2008）年より
2000組増と推計され、離婚率（人口千対）は2.01となる。（厚生労働省大臣
官房統計情報部「人口動態統計」,2012）。
　またシングルマザーの平均年齢は39.4才であり、40～49歳が最も多く、
30～39歳がこれに次いでいる。またひとり親世帯となった時の母親の平均
年齢は31.8才であり、年齢階級別でみると「30～39歳」が最も多く、「20～
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29歳」がこれに次いでいる。前回調査と比べ 1.7歳低下している（厚生労
働省雇用均等・児童家庭局「全国母子世帯等調査」,2007）。
2.2　シングルマザーになった背景
　厚生労働省雇用均等・児童家庭局「全国母子世帯等調査」（2007）によ
り、母子世帯となった理由別に見ると、1983（昭和58）年には、死別が
36.1％、生別が63.9％となっていた。2006年には死別世帯が9.7％、生別世
帯が89.6％となって生別世帯の割合が増加し、全体の約9割を占めている。
ちなみに父子家庭となった理由別に見ると、1983（昭和58）年には、死別
が40.0％、生別が60.1％となっていたが、2006年では死別世帯が22.1％、
生別世帯が74.4％となり生別世帯の割合が多く、全体の約8割を占めてい
る。
　生別離婚に至った経緯として「暴力」、「中毒」、「ギャンブル」、「人生の
パートナーとして見切りをつけた」などが離婚の原因として挙げられてい
る（森田,1999）。
2.3　シングルマザー家庭の暮らし
　シングルマザー世帯の特徴として貧困があげられる。すでに述べたよう
に貧困とシングルマザーの関係はさまざま研究されてきた（Grossman et 
al.,2009；Leininger,2009；岩田,2007）。厚生労働省「国民生活基礎調
査」（2013）によると、母子世帯の１世帯当たり平均所得金額は、262万6千
円であり、世帯人員１人当たり平均所得金額は、95万1千円である。 これ
は、全世帯の１世帯当たり平均所得金額549万6千円、世帯人員１人当たり
平均所得金額207万3千円及び高齢者世帯の１世帯当たり平均所得金額307
万9千円、世帯人員１人当たり平均所得金額197万9千円に比べて低い水準と
なっている（厚生労働省大臣官房統計情報部「国民生活基礎調査」,2013）。
　またシングルファーザー世帯において「持ち家」に居住している世帯は
58.3％となっているのに対し、シングルマザー世帯において「持ち家」に居
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住している世帯は34.7％となっており、「母本人の名義の持ち家」に居住し
ている世帯は10.9％となっている（厚生労働省雇用均等・児童家庭局「全
国母子世帯等調査」,2007）。母子家庭の現在の暮らしについて、総合的に
みてどのように感じているかをみると、「大変苦しい」（50.5％）と「やや
苦しい」（35.1％）をあわせて85.6％、「普通」が13.9％となっており、全
世帯や高齢者世帯と比べると、暮らし向きが苦しいと感じている者の比率
が高い（厚生労働省大臣官房統計情報部「国民生活基礎調査」, 2013）。こ
のように住環境もシングルマザーの暮らし向きや暮らしへ意識に影響を与
えているであろう。
2.4　シングルマザーの就業状況
　シングルマザーの84.5％が就業しており、就業している者のうち、常用
雇用者が42.5％、臨時・パートが43.6％となっている。また母子世帯の母
で不就業の者のうち、「就職したい」とする者が78.7％となり、4年前の調
査、2003年の86.2％と比べて就業意欲が低下している（厚生労働省雇用均
等・児童家庭局「全国母子世帯等調査」,2007）。
　またシングルマザーが困っていることは、「家計」が46.3％、「仕事」が
18.1％、「住居」が12.8％となっている。シングルファーザーの場合、「家
計」が40.0％、「家事」が27.4％、「仕事」が12.6％となっており、父子世
帯と母子世帯では悩みに違いが見られる（厚生労働省雇用均等・児童家庭
局「全国母子世帯等調査」,2007）。そして子どもが病気しても、会社を休
むと収入が下がるため、休むことができないということである。病気の子
どもを残して仕事に出て行っているケースも存在する（竹村,2007）。それ
ゆえ病児保育など、子どもが病気になっても預かってもらえる施策、シス
テムが特にシングルマザーにとって、子どもにとっても必要といえるであ
ろう。
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2.5　経済的支援策、公的支援
　母子家庭の増加により、「児童扶養手当」の受給者数も増加しており、平
成10（1998）年度末は625,127人、平成15（2003）年度末は871,161人、平
成18（2006）年度末は955,741人となっている（厚生労働省大臣官房統計情
報部「平成18年度社会福祉行政業務報告」,2007）。
　ひとり親家庭は、シングルマザーだけでなく、シングルファーザーも含
まれる。父子世帯数は19万9千人であり（厚生労働省「全国母子世帯等調
査」,2007）。以前は母子家庭のみを対象に支給されていた「児童扶養手当」
は、平成22年8月１日から父子家庭にも支給されることになった。このよ
うな公的なサポートは、今後も低所得のシングルペアレントには特に必要
となるであろう。
　また生活に追われ働いているシングルマザーにとって、働いている平日
の日中に相談に行くのは現実的ではない。竹村（2007）が月に１、2回、
土曜日と日曜日の両方で、就労や子育てについて相談できる場を開設して
いく必要性について言及しているが、シングルマザーなどのように特にサ
ポートが必要な人に情報が行き渡るよう、情報の提供の在り方などについ
ても考慮していく必要があるであろう。
2.6　シングルマザーの子どもの育ちへの悩み
　身近な対人関係におけるライフイベントの中でも、「配偶者の死亡」、「離
婚」「夫婦別居」がストレスの最上ランクに位置されている（Holmes, Rahe, 
1967）ことからも離婚には強いストレスが伴うことは周知されているであ
ろう。離婚を選択することで母親自身がストレスを感じることもあるだろ
うが、ここでは主に子どもについての悩みを取り上げていこうと思う。
　シングルマザーの子どもの育ちへの悩みの内容について、母子世帯では、
子どもの性別を問わず「教育・進学」が最も多く、次いで「しつけ」となっ
ている。父子世帯では、男の子については「教育・進学」が最も多く、次
いで「食事・栄養」となっており、女の子については「教育・進学」が最
福　田　真　奈
402
も多く、次いで「しつけ」となっている。このように母子世帯と父子世帯
では悩みに違いが見られる（厚生労働省雇用均等・児童家庭局「全国母子
世帯等調査」,2007）。シングルマザーであるがゆえに子どもにさみしい思
いをさせたくないという思いから、こどもの優先で生活を組み立てている
例が見られ、子育てにおける苦労としては子どもが病気になった時に仕事
との調整が必要な点がしばしば苦労として聞かれている（金川,2009；竹
村2007）。
　また子どもの育ちの問題では、シングルマザーの乳幼児期の子育ては難
しいと言える。乳幼児期前期には夜間保育所で宿泊することも拒否しな
かったが、幼児期後期になると徐々に自己主張し始め、自分がいたくない
場所、したくないことをはっきりさせてくる（森田,1999）。そのためシン
グルマザー家庭のサポートには子どもの心の育ちも含めた援助が必要とな
るであろう。
2.７　父親との関係性、子どもの父親像の形成
　父親がいないことで、乳幼児期だけでなく思春期の男の子の子育てが難
しいことが思春期以降の男児をもつシングルマザーから語られ、異性の子
どもの子育てにシングルマザーが不安をいだくことが示されている。小学
生であってもすでに母親だけでは適切な援助ができないと地域の子ども会
活動やYMCAなどの活動に大きな期待をよせている人もいる（森田,1999）。
シングルマザーが親族サポートを得ているのであれば、祖父が父親の役目
を果たしている場合もあろうし、またボーイスカウトやYMCAといった機
関に期待をこめて利用している可能性もあるかもしれない。シングルマ
ザーは子どもを育てる上で、自ら母親役割、父親役割を担い、父親像を代
替できるようにどのような配慮をし、生活の中で工夫をしているのか。ま
たそれが子どもにどのように影響を与えているのかに関する検討も必要と
なってくるであろう。
　またこの父親との関係性に関しては、母親自身がシングルマザーを積極
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的に選択したか、否かによっても異なるであろう。（森田,1999）は「積極
的未婚シングルマザー」と「消極的シングルマザー」に分けて説明してい
る。すなわち、結婚しないという合意のもとでシングルマザーとしての暮
らしを選択した「積極的未婚シングルマザー」と、本当は結婚して両親家
庭を築く予定だったが実現できなかった「消極的シングルマザー」とを区
別している。「積極的未婚シングルマザー」には仕送りが行われたり、一緒
に住むことや入籍をしていないこと以外には戸籍上の父親とはほとんど変
わりなく一定の役割を果たされている。「消極的シングルマザー」はまった
く父親とは関係なく出産し、シングルマザーとして暮らしている場合であ
る。このように離婚も積極的に選択できる時代になった背景を含め、離婚
後の養育の中に、父親との関係があるのか、ないのか。父親との関わりが
ない場合にはどのように父親の役割を代替をしているのか。新しいパート
ナーは代替として機能するのか。子どもがどのように父親像を形成してい
くのか。その心的過程について研究していく必要もあるであろう。
2.８　シングルマザーにとって重要な親族のサポート
　子育て期のソーシャルサポートに関する研究によれば、母親へのサポー
トは夫からの情緒的なサポートが重要であることが明かにされている（末
盛,1999；福丸2000；福田2008；福田2009）。また夫・同居の親・親戚とい
う血縁からのサポートは子どもの特性とは関係なく母親の育児ストレスを
低減させていく効果があることを指摘されている（冬木,2000）。シングル
マザーは夫からのサポートが受けにくい状態にあるといえるであろう。
　男性のサポート源は同性の友人など限られるが、女性は多様なサポート
源が有効であること（嶋,1992）、母親はサポート内容ごとにサポート源を
使い分けていること（福田,2009；福丸,2000） が明らかになっている。
　シングルマザーの相談相手については「親族」が最も多い相談相手となっ
ている。「相談相手あり」と回答した割合は、母子世帯では76.9％、父子世
帯では59.4％となっており、母子世帯と比べて父子世帯の相談相手のいる
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割合が低い。相談相手についてみると、いずれの世帯も「親族」が66.1％
となり最も多い。相談相手がいない人の中で、相談相手をほしいとする人
は、シングルマザー世帯で67.9％となっている（厚生労働省雇用均等・児
童家庭局「全国母子世帯等調査」,2007）。
　具体的な援助として子の父の親が援助する場合、本来息子が父親として
しなければならないことを親が代わって援助するという援助があげられる
（森田,1999）。また森田（1999）によれば、シングルマザー本人の親の場
合には、さらに多様な援助がされており、最も多い援助は、別居に際して
の緊急避難的に身を寄せる場としての実家の提供である。その「実家とし
ての援助」は生活費に困窮したための一時的な非難と、ずっと実家で暮ら
すという2つに分類され、ずっと実家で暮らす場合には、単に子どもと暮
らす場としての空間を確保する場合と、子どもとの暮らしに自信がなく精
神的に頼るという場合、子どもが幼くまた勤務が不規則で親族に保育を依
頼するという場合が含まれる。またシングルマザーの親の生活が経済的に
も安定している場合には、保育や家事の援助を受けるなど「実家を提供す
る」以外にも多様な援助がおこなわれる（森田,1999）。多様な援助には子
どもの保育に関する援助、夕食などの食事の提供や子どもの衣服や玩具、
金銭的に困窮した際の援助、生活費一切を親が出しているケースも存在す
る（岩田,2001）。このようにシングルマザーにとって親や親族のサポート
は相談相手として必要とされ重要な役割を果たしている。しかしその一方
で母親（姑）と本人との子育て方針の違いからくるストレスや、子どもの
悪影響を改善できないといった、親族サポートの弊害もあるという。母親
本人が「母親」としてより「娘」としての生活が主となり、子どもは子ど
もで自分を甘やかせてくれる祖父母に懐いた結果、子どもに愛情が湧かな
いという悪循環の弊害も存在する（岩田,2000）。シングルマザーが母親と
してのアイデンティティ形成をする過程において弊害となる環境要因に関
しても研究を進めることによってシングルマザーに必要なサポートを明ら
かにできるであろう。
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2.９　親と断絶したシングルマザーの研究の必要性
　2.8　シングルマザーにとって重要な親族のサポートにおいて示した
ように、親や親族のサポートはシングルマザーが生活をする上でも、子ども
を育てる上でも重要な役割を担っている。しかしその親族のサポートを利
用できないシングルマザーも存在する。シングルマザーの親が行方不明で
あったり、養育を放棄され、親戚の家を転々としていたなど貧困の世代間
継承傾向が強い場合もあったという（森田,1999）。このようなデータによ
り、親と断絶しているシングルマザーは物理的・情緒的にも様々なサポー
トが欠如し困難をかかえることが想定される。しかし、親からのサポート
を得られないシングルマザーの存在は統計上示されているが（厚生労働省
雇用均等・児童家庭局「全国母子世帯等調査」,2007）、親との関係が断絶
したシングルマザーに焦点を当てたソーシャルサポートの研究は論文情報
ナビゲータCiNiiで検索しても一般紙のコラム程度でしか存在しない。親と
の関係が断絶したシングルマザーの場合は、子どもを育てる時期も重要な
サポート源となっている夫や親族からのサポートが受けられず困窮した状
態であろう。夫や親族からのサポートが得られない代替として、その他の
サポート源を活用しているのであろうか。新しいパートナーとの関係はシ
ングルマザーに安寧をもたらすのだろうか。親と断絶したシングルマザー
のソーシャルサポートの内容やその機能を明らかにすることによって、親
と断絶したシングルマザーへの具体的なサポートを明らかにすることがで
きるであろう。具体的なサポートが明らかになることにより親と断絶した
シングルマザーにとって、どのような支援が有効なのかも明らかになるで
あろう。また親と断絶したシングルマザーが時間の経過と共に、親に対し
てゆるしや和解の感情をいだくことがあるのか。親と断絶したシングルマ
ザーの心の変容のプロセスや要因についても明らかにしていく必要がある
だろう。
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3.子どもへの影響
3.１　離婚がもたらす子どもへの影響
　シングルマザー家庭において子どもが育つことによって、子どもは大き
な影響を受けるのであろうか。離婚による子どもへの影響を示す研究につ
いて述べていく。
　Amato et al.（1990）は離婚家庭で育った子どもとそうでない家庭で育っ
た子どもの2群を比較し、親の離婚による子どもたちへの影響の大きさを
検討した。結果では親が離婚している子どもは幸せ得点が低かったが、離
婚は子どもたちに深刻で有害な影響を及ぼすという見方もこの分析から支
持されなかった。年齢差は表れており、就学後から青年期前期までは影響
が大きい傾向があったのである。また調査の前2年の間に両親の離別を経
験した子どもには害が出やすい。しかし影響の程度は時間とともにあまり
強くなくなってきていることも明らかになった。また離婚後の就学前から
青年期までの子どもたちを18か月後、5年後、10年後に追跡調査を行った
研究（Wallerstein et al.,1988）では、離婚に対する子どもの反応の性質は
主に子どもの年齢に左右された。就学前の子どもたちは激しい動揺、退行
の発生率の高さ、深刻な分離不安があった。18か月後の追跡調査では顕著
な性差が見られ、男児の多くが依然として混乱しているのに対し、女児の
多くは立ち直っていた。5年後にこのような性差は有意ではなくなった。
その代りに子どもたちの心理的適応と離婚後の生活や再婚家族での生活の
全体的な質との間に強い関連があった。離婚後10年もたつと、親の離婚を
体験した群の子どもたちは、もともとの家族や夫婦の決裂をほとんど憶え
ていなかった。Amato et al.（1990）や Wallerstein et al.（1988）では、親
の離婚を経験した子どもたちは時間の経過と共に適応し、離婚の子どもへ
の影響は弱まるという結果を示しているが、Zill et al（1993）では、両親
の関係が崩壊した後、12年から22年の長きにわたって、子どもたちへの影
響が残っており、特に一段高いレベルの問題行動、高校中退の可能性の高
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さ、両親との希薄な関係、心理的援助を必要とする率の高さが現れていた。
またWallerstein et al.（1989/1997）が白人階級で特に大きな問題のない母
子家庭の母親と子どもを半構造化した個別面接などを長期縦断的に行い、
離婚が子どもに10年、さらに25年にわたって悪影響を与え続け、各々の発
達段階において新たな形の問題を生み出してくることを明らかにし、シン
グルマザーが子どもを産み育て、その子ども自身の人生への影響を考慮す
るならば、シングルマザーの選択が子どもの人生にどのような影響をもら
すのかに関しては、長いスパンでとらえいく必要があるという。このよう
に両親の離婚がその後の子どもに大きく、しかも長期化して影響を及ぼす
研究もある一方で、親の離婚経験がある若者とそうではない若者を比較す
ると、親の離婚が男性にも女性にも否定的な影響を及ぼすことは明らかで
あるが、子ども時代に両親の離婚を経験している成人の大多数が十分に乗
り越えていた（Chase-Lansdale et al., 1995）。また親の離婚による影響は実
際に別れる以前からずっと前にすでに表れており、影響を及ぼす要因は結
婚の崩壊によって関係が断絶されるとはいえない（Block et al., 1988）とい
う研究も存在する。男女差でいえば男児のほうが傷つき、影響が強く出る
（Amato et al., 1990；Wallerstein et al., 1988）こともあるが、すべての子
どもたちが離婚によって傷ついてしまうわけではない。また子ども時代を
通じて影響し続けるという経験として捉えるのは望ましくない。子どもた
ちには子どもたち自身で自身の情動や行動を制御でき、レジリエンシーを
持っているといえるであろう。このように親の離婚が子どもに与える影響
に関しては、長期的なスパンでとらえていくと共に、離婚後の環境がどの
ようなものであったのか、シングルマザーや子どもを支えるサポートの量
や質の状態だけでなく、子ども自身のレジリエンシーといった特質や、子
どもとシングルマザーの相互作用、家族関係の質など、多角的に検討して
いく必要があるであろう。
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3.2　子ども自身が母親の離婚をどのようにとらえるのか
　子ども自身が親の離婚を経験すると将来的に自身の結婚をした際に不安
を感じたり自分も離婚をするのではないかという不安を抱くという（森
田,1997）。親の離婚を経験して母子家庭に育ち、親の離婚を肯定的に位置
づけることに成功している6名の青年の半構造化面接（堀田,2009）によ
れば、子どもたちは親の不和に傷ついているものの、離婚に母子救済とい
う意味付けを認めていること、離婚の原因は父の非にあるとしながらも、
一方で父親に肯定的なイメージを抱いていること、その父親と親の離婚後、
自分が関わり続けるか否かを自分で選択できるという物語になっているこ
とが見いだされた。父親の非にしていた離婚原因を、両親の関係性の問題
に書き換えること、母親の評価による父親像から自分の目で見た父親像に
書き換えること、親の離婚は親の問題であって自分の問題ではないと、問
題を外在化する書き換えが認められた。
　このように、子ども自身が親の離婚を受容するには、離婚の背景などを
理解し、父親との関係性を自身が選択でき、父親像を構築して自分の人生
に意味づけられるか否かが重要となるのであろう。母親の離婚というイベ
ントに関わった子どもの心をケアし、いかにサポートしていくかという精
神的健康の回復、専門家の介入として有効な手立てを明らかにしていくこ
とも必要であろう。
3.3　虐待につながる可能性
　現代社会の問題として虐待が大きく取りあげられているが、子ども自身
の問題もあれば、養育者（保護者）の問題、子どもの置かれている環境も
影響する。虐待が起こるのは単一のモデル、単一の要因では虐待の発生は
説明できないこと、そして親、社会、子どものダイナミックな相互作用が
虐待の発生に関与していることが示唆されている（Belsky, 1980）。
　虐待の発生の第１のリスク要因は親の特徴があげられる。親が虐待のリ
スク要因となる親の特徴として指摘されるのは乱暴、衝動的などの性格の
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問題、精神疾患、知的障害、アルコール依存である（庄司,2008）。また未
熟な人格、特に相手の立場で考えることが苦手であるというような乏しい
共感性、親としてよりも個人としての自己実現優先の価値観をもっていた
り、虐待された経験を持つか、親から愛された経験がないという背景もあ
るかもしれない（数井,2004）。保護者だけの要因でなく、子ども自身の要
因もある。子ども自身の器質として、「手のかかる子」「育てにくい子」で
あること、慢性疾患や障害を持っていること、低出生体重児などがあげら
れ（庄司,2008）親子関係は相互的環境であり、親の養育行動は現実の子
どもの身体的、行動的な特徴の影響を受けるのである。また虐待の発生に
は家族のストレスも影響しており、経済的困難、定職についていない、夫
婦の不和などもあげられている（庄司,2008）。このことはシングルマザー
が経済的困難さをかかえている場合、離婚後も父親との面会を認めるケー
スも存在するものの、離婚へまで至る過程の中でさまざまな葛藤や争いが
ある場合など、悪条件が重なる場合、最悪の場合には虐待が生じる可能性
がないとはいえないのである。
最後に　
　以上のようにシングルマザーの現状と課題について述べてきた。紙面の
関係上多くの先行研究を含んでいないが、母親が離婚という選択をするこ
とは、夫婦関係が必ずしも切断されることではなく、「積極的未婚シング
ルマザー」（森田,1999）という形態の選択も存在し、結婚を続けるか、
否かという、人生の方向性に関して、婚姻関係を続けるという選択肢を捨
て、婚姻関係を切るという取捨選択を行えた過程ともいえる。シングルマ
ザーが離婚という選択をしたことへの意味づけに関する研究を更に行って
いくべきではないだろうか。離婚による子どもへの影響に関しては、子ど
もに不安定さをもたらす場合もあるが、青年期になり、子どもたちは親の
不和に傷ついているものの、自身の人生の中で両親の離婚をとらえなおし、
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